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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第６期

第３四半期累計期間
第７期

第３四半期累計期間
第６期

会計期間
自　2021年１月１日
至　2021年９月30日

自　2022年１月１日
至　2022年９月30日

自　2021年１月１日
至　2021年12月31日

売上高 （千円） 649,766 918,542 913,801

経常利益 （千円） 16,706 89,661 32,851

四半期（当期）純利益 （千円） 8,970 65,968 36,802

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 607,400 609,500 608,000

発行済株式総数 （株） 8,426,000 8,447,000 8,432,000

純資産額 （千円） 895,603 994,332 927,557

総資産額 （千円） 1,436,872 1,454,159 1,360,893

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 1.06 7.82 4.37

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 1.02 7.58 4.20

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 62.3 67.6 67.9

 

回次
第６期

第３四半期会計期間
第７期

第３四半期会計期間

会計期間
自　2021年７月１日
至　2021年９月30日

自　2022年７月１日
至　2022年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 0.89 3.05

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

３．１株当たり配当額については、配当を実施していないため記載しておりません。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首か

ら適用しており、当第３四半期累計期間及び当第３四半期会計期間に係る主要な経営指標等については、当該

会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態の状況

　（資産）

　当第３四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べて93,266千円増加し、1,454,159千円となりまし

た。これは、主に現金及び預金が77,630千円減少した一方で、有形固定資産が131,817千円増加したことによるもの

です。

　（負債）

　当第３四半期会計期間末における負債は、前事業年度末に比べて26,491千円増加し、459,827千円となりました。

これは、主に資産除去債務が20,133千円増加したことによるものです。

　（純資産）

　当第３四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末に比べて66,774千円増加し、994,332千円となりまし

た。これは、主に四半期純利益を65,968千円計上したことによるものです。

（２）経営成績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症による厳しい状況が緩和される中

で、経済活動の正常化に向けた動きが進み景気の持ち直しが期待されるものの、ウクライナ情勢の長期化や急激な

円安による為替相場の変動なども相まって、依然先行き不透明な状況が続いております。

　他方、当社が属するHR Techサービス領域については、従来からの「働き方改革」の推進に加えて、ニューノーマ

ル（新常態）におけるテレワーク・在宅勤務への関心の高まりや、政府による電子化推進などを背景に、引き続き

高い注目を集めております。

　こうしたマクロ経済動向のなか、当社は「一人でも多くの人に、感動を届け、幸せを広める。」という経営理念

のもと、エンゲージメント経営プラットフォーム「TUNAG（ツナグ）」の事業拡大を進めてまいりました。コロナ禍

による企業活動の停滞や新規投資マインドの減退の影響がありましたが、Webマーケティングの強化やWeb商談の活

用により、潜在的な需要へのアプローチに注力しております。加えて、利用企業向けのオンラインイベントの開催

など、利用企業の支援（カスタマーサクセス）の強化にも取り組んでおります。それにより、エンゲージメント経

営プラットフォーム「TUNAG」は堅調に成長を続け、2022年９月末時点で利用企業数は526社（前年同四半期比132社

増）となりました。

　また、当社では、「TUNAG」が保有する組織運営・組織活性化に有用な多数の機能をオンラインサロン向けに拡

張・再構築し、2020年５月よりサブスクファンサロンアプリ「FANTS」の提供を開始しており、2022年９月末時点で

利用サロン数は135サロン（前年同四半期比41サロン増）となりました。

　以上の結果、当第３四半期累計期間の経営成績は売上高918,542千円（前年同四半期比41.4％増）、営業利益

89,640千円（前年同四半期比415.3％増）、経常利益89,661千円（前年同四半期比436.7％増）、四半期純利益

65,968千円（前年同四半期比635.4％増）となりました。

　また、当社の事業セグメントはエンゲージメントプラットフォーム事業の単一セグメントですので、セグメント

別の記載は省略しております。

　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首か

ら適用しております。詳細については、「第４　経理の状況　１　四半期財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」

をご参照ください。

 

（３）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（４）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経理戦略等について重要な変更はありません。

 

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。
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（６）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

（７）主要な設備

　前事業年度末において計画中であった主要な設備の新設等について、当第３四半期累計期間に完成した設備は、次

のとおりであります。

 

①主要な設備計画の完了

会社名

事業所名
所在地 設備の内容 完了年月

当社　本社 愛知県名古屋市中村区 営業・開発・管理設備 2022年３月

（注）当社のセグメントはエンゲージメントプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント

　　　別の記載を省略しております。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 28,000,000

計 28,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2022年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,447,000 8,453,000
東京証券取引所

グロース市場

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

計 8,447,000 8,453,000 － －

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、2022年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使に

　　　　　より発行された株式数は含まれておりません。

　　　２．2022年10月１日から2022年10月31日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数が6,000株増

　　　　　加しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2022年７月１日～

2022年９月30日（注）１
14,000 8,447,000 1,400 609,500 1,400 549,500

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

　　　２．2022年10月１日から2022年10月31日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数が6,000株、

　　　　　資本金及び資本準備金がそれぞれ600千円増加しております。

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認出来ないため、

記載することが出来ないことから、直前の基準日（2022年６月30日）に基づく株主名簿により記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,430,400 84,304

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 2,600 － －

発行済株式総数  8,433,000 － －

総株主の議決権  － 84,304 －

（注）単元未満株式の欄には、自己株式が24株含まれております。

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（2022年７月１日から2022年９

月30日まで）及び第３四半期累計期間（2022年１月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、

太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は2021年10月に子会社である株式会社STAGEを設立いたしましたが、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則」（2007年内閣府令第64号）第５条第２項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰

余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2021年12月31日)
当第３四半期会計期間
(2022年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,185,780 1,108,150

売掛金 41,858 24,016

その他 33,515 47,408

流動資産合計 1,261,154 1,179,575

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 5,509 139,589

その他（純額） 16,106 13,844

有形固定資産合計 21,616 153,433

無形固定資産 81 1,835

投資その他の資産   

その他 78,041 121,773

貸倒引当金 － △2,457

投資その他の資産合計 78,041 119,315

固定資産合計 99,738 274,584

資産合計 1,360,893 1,454,159

負債の部   

流動負債   

未払法人税等 15,816 22,661

契約負債 250,271 258,050

その他 137,929 137,994

流動負債合計 404,017 418,706

固定負債   

長期借入金 25,010 16,680

資産除去債務 4,307 24,441

固定負債合計 29,317 41,121

負債合計 433,335 459,827

純資産の部   

株主資本   

資本金 608,000 609,500

資本剰余金 548,000 549,500

利益剰余金 △232,302 △176,170

自己株式 △35 △35

株主資本合計 923,662 982,793

新株予約権 3,895 11,538

純資産合計 927,557 994,332

負債純資産合計 1,360,893 1,454,159
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年９月30日)

 当第３四半期累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年９月30日)

売上高 649,766 918,542

売上原価 136,260 189,426

売上総利益 513,506 729,115

販売費及び一般管理費 496,112 639,475

営業利益 17,394 89,640

営業外収益   

受取利息 8 18

祝金受取額 － 350

助成金収入 101 137

その他 149 187

営業外収益合計 259 694

営業外費用   

支払利息 947 214

固定資産除却損 － 108

寄付金 － 350

営業外費用合計 947 673

経常利益 16,706 89,661

税引前四半期純利益 16,706 89,661

法人税等 7,735 23,692

四半期純利益 8,970 65,968
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、初期

費用に係る収益について、従来は基本サービス契約開始時に一括で収益を認識する方法によっておりましたが、

初期設計の役務提供終了時に収益を認識する方法に変更しております。収益認識会計基準等の適用については、

収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期会計期間の期首より前に

新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該

期首残高から新たな会計方針を適用しております。この結果、当第３四半期累計期間の売上高、営業利益、経常

利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ15,209千円減少しており、利益剰余金の当期首残高は9,836千円減少して

おります。

　また、収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた

「前受金」は第１四半期会計期間より、「契約負債」に含めて表示しております。

　さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経

過的な取扱いに従って、前第３四半期累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載してお

りません。

 

　（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる当社の四半期財務諸表に与え

る重要な影響はありません。

 

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。なお、当該見

積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を用いて計算

しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行９行（前事業年度から増減なし）と当座貸越

契約を締結しております。これら当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

（2021年12月31日）
当第３四半期会計期間
（2022年９月30日）

当座貸越極度額の総額 760,000千円 760,000千円

借入実行残高 － －

差引額 760,000千円 760,000千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

　　期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自 2021年１月１日
至 2021年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自 2022年１月１日
至 2022年９月30日）

減価償却費 4,765千円 13,594千円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年９月30日）

　　当社はエンゲージメントプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

　Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

　　当社はエンゲージメントプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

　　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
（単位：千円）

 
当第３四半期累計期間

（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

　ストック収益

　フロー収益

829,111

89,430

　顧客との契約から生じる収益 918,542

　その他の収益 －

　外部顧客への売上高 918,542

（注）１.ストック収益はエンゲージメントプラットフォーム事業「TUNAG」「FANTS」のシステム利用料（月額課

　　　　 金）、「FANTS」の直営コミュニティ収益等となっております。

　　　２.フロー収益はエンゲージメントプラットフォーム事業「TUNAG」「FANTS」の初期費用、有料セミナー、

　　　　 サロンプロモーションサイト製作費等となっております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　2021年１月１日
　至　2021年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自　2022年１月１日
　至　2022年９月30日）

（１）１株当たり四半期純利益 1円06銭 7円82銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益（千円） 8,970 65,968

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 8,970 65,968

普通株式の期中平均株式数（株） 8,425,158 8,435,144

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 1円02銭 7円58銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 341,544 262,352

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前事業年度末から重要な変動

があったものの概要

2021年８月13日開催の取締役会

決議による第８回新株予約権

新株予約権の数　　650個

（普通株式 65,000株）

 

－
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（重要な後発事象）

（ストック・オプションの付与）

　当社は、2022年11月14日開催の取締役会において、当社の取締役に対し、下記のとおりストック・オプションと

して新株予約権を発行することを決議いたしました。

 

１．ストック・オプションとして新株予約権を発行する理由

　2022年３月25日開催の株主総会決議に基づき、当社の中長期的な業績拡大及び企業価値の持続的な向上を図る

インセンティブを付与することを目的とし、当社の取締役(社外取締役を除く)に対して、ストック・オプション

(新株予約権)を発行するものであります。

 

２．新株予約権の発行要領

①新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

　当社普通株式　100,000株

　新株予約権１個当たりの目的である株式数は当社普通株式数100株とする。

 

②新株予約権の付与対象者及び割当予定

　当社取締役　 ３名　 1,000個

 

③新株予約権の割当日

　2022年12月１日

 

④新株予約権の払込金額

　本新株予約権と引き換えに金銭の払込みを要しないものとする。

 

⑤新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができる株式

１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に当該新株予約権に係る付与株式数を乗じた金額とする。

　行使価額は、新株予約権を割当てる日（以下、「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立しな

い日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」という。）の平均値と

割当日の前日の終値（前日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値）のいずれか高い金額に1.05を乗じ

た金額とし、１円未満の端数は切り上げる。

 

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金・資本準備金の額

　本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第1項に

従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果1円未満の端数が生じたときは、その端数

を切り上げるものとする。

　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金は、上記の資本金等増加限度額より

上記に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 

⑦新株予約権の行使期間

　2025年12月１日から2032年11月13日

 

⑧新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役、執行役員または従業員の地

位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職等正当な理由のある場合はこの限りではない。
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（会社分割及び分割準備会社の設立）

　当社は、2022年11月14日開催の取締役会において、現在当社が行っているFANTS事業を分社する方針を決定いた

しました。

 

１．本会社分割の内容

（１）本会社分割を決議する主な目的

　　　当社FANTS事業の更なる事業展開に向けた意思決定の迅速化のため

 

（２）本会社分割の日程

分割準備会社設立日 2023年１月５日（予定）

吸収分割契約承認取締役会 2023年１月16日（予定）

吸収分割契約締結日 2023年１月16日（予定）

吸収分割効力発生日 2023年４月１日（予定）

　なお、本会社分割は会社法第784条第２項に基づく簡易吸収分割に該当するため、当社の株主総会を開催する

ことなく行う予定です。

 

（３）本会社分割の方式

　　　本会社分割は、当社を分割会社とし、分割準備会社を承継会社とする吸収分割によります。

 

（４）本会社分割の当事会社の概要

 分割会社 承継会社

（１）名 称 株式会社スタメン 株式会社スタジアム（仮称）

（２）所在地 愛知県名古屋市下広井町一丁目14-８ 愛知県名古屋市（予定）

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役　加藤 厚史
代表取締役　森山 裕平

（当社　取締役）

（４）事業内容

エンゲージメント経営プラット

フォーム「TUNAG」の企画・開発・運

営

オンラインサロンプラットフォーム

「FANTS」の企画・開発・運営

（５）資本金
609,500千円

（2022年９月30日時点）
50,000千円（予定）

（６）設立年月日 2016年１月29日 2023年１月５日（予定）

（７）発行済株式数
8,447,000株

（2022年９月30日時点）
5,000株（予定）

（８）決算期 12月末 12月末

（９）大株主及び持株比率
加藤　厚史　40.61 %

（2022年６月30日時点）
株式会社スタメン　100.00%

（10）当事会社間の関係等

資本関係 -
当社100%出資の子会社として設立予

定です。

人的関係 -

当社取締役森山裕平及び小林一樹の

２名が代表取締役と取締役を兼務す

る予定であります。

取引関係 - 現時点で該当事項はありません。

（11）直前事業年度の

財政状態及び経営成績

2021年12月期

（自 2021年１月１日　至 2021年12月31日）

承継会社は設立予定のため、該当事

項はありません。

純資産 927,557千円  

総資産 1,360,893千円  

１株当たり純資産 109.54円  

売上高 913,801千円  

営業利益 33,626千円  

経常利益 32,851千円  

当期純利益 36,802千円  

１株当たり当期純利益 4.37円  
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年11月14日

株式会社スタメン

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

　名古屋事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 　公認会計士 　　古田　賢司　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 　公認会計士 　　本田　一暁　㊞

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社スタメ

ンの2022年１月１日から2022年12月31日までの第７期事業年度の第３四半期会計期間（2022年７月１日から2022年９月30

日まで）及び第３四半期累計期間（2022年１月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期

貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社スタメンの2022年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第

３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

 

その他の事項

　会社の2021年12月31日をもって終了した前事業年度の第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間に係る四半期財務諸

表並びに前事業年度の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監査

人は、当該四半期財務諸表に対して2021年11月12日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該財務諸表に対して

2022年３月30日付けで無限定適正意見を表明している。

 

四半期財務諸表に対する経営者及びに監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

 

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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